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第１章 計画策定にあたって 
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１．地域福祉のイメージ 

一般に福祉というと、高齢者福祉・障害者福祉・児童福祉などを思い浮かべる人が多いの

ではないでしょうか。これまでは、こうした対象者別にそれぞれの法律や制度によって、必

要な福祉サービスが提供されてきました。 

しかし、本来「福祉」とは、子どもから高齢者まで、障害などの有無にとらわれず、誰もが

住み慣れた地域の中で、心豊かに安心して暮らせる仕組みをつくり、それを持続させていく

ことだと思います。そのためには、様々な日常生活上発生する諸問題（生活課題）に対して、

①個人（住民一人ひとり）や家族が自ら解決すること（自助）、②地域やボランティアなどに

よる支え合い活動（互助）、③社会保険のような制度化された相互扶助（共助）、④行政など

による支援（公助）の連携によって解決していこうとする取り組みが必要です。 

このように、住民一人ひとりや、地域で活動している団体・行政が連携し、様々な問題の

解決に向けて取り組むことにより、誰もが安心して自分らしい生活を送ることができる地域

をつくり上げていく、という考え方や取り組みを「地域福祉」といいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域の人たちすべてが社会に参加し、行政や民間事業者、社会福祉施設などと力を合わせて、住み

慣れた地域の中で互いに支え合いながら、安心して暮らせる社会の実現を目指します。 

 

行政などによるサービスだけでは手の届きにくい部分（見守りやちょっとした助け）を、地域の人たちが

互いに、支え合い、助け合うことを「地域福祉」といいます。 

公助 共助 
公的なサービス 

自助・共助では解決できない 

問題への対応 

個人や家庭での取り組み 

制度化された相互扶助 

自助 

地 域 福 祉 の イ メ － ジ 

互助 
顔の見える相互の支え合い 
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２．地域福祉の推進のために 

地域福祉には、地域に暮らす何らかの助けや支援が必要な方たちへの「助けあい」、「支え

あい」、「ふれあい」が不可欠になります。 

しかし近年、住民同士や住民と地域の関わりの希薄化は一層進行し、住民だけ、あるいは

行政や団体だけなど、単独で問題を解決することが難しくなっています。一方で、高齢化の

進行や地域人口の減少などに伴い、福祉サービスを必要とする人の増加や福祉制度の狭間の

問題の顕在化、加えて地域における生活課題の多様化・複雑化も進んでいます。 

こうした現状を踏まえ、国では、まちづくりの分野を横断した支援の強化に加え、「支える

側」「支えられる側」の枠組みを超えて、誰もが互いに支え合いながら暮らしていくことので

きる「地域共生社会」の実現に向けた取り組みが求められています。 

また、令和３（2021）年４月に施行された改正社会福祉法で、包括的な支援体制の整備を

推進するための制度として「重層的支援体制整備事業」が創設されました。この事業は、①

「属性を問わない相談支援」、②「参加支援」、③「地域づくりに向けた支援」の３つの取り組

みを支援の柱としつつ、これらの支援をより効果的・円滑に実施するために、④「多機関協

働による支援」、⑤「アウトリーチ等を通じた継続的支援」を新たな機能として強化し、①か

ら⑤までの事業を一体的に実施するものです。 

かつらぎ町では、平成 26 年３月に第１次となる地域福祉計画・地域福祉活動計画を策定し

て以降、普段より“地域の福祉力”を高めていく、ということを重視し、施策を推進してきまし

た。本計画においても、「住民すべてが支え合い、より良く生きる」という視点のもと住民誰

もが社会で役割を持ち、“地域の福祉力”を高めていくことで、かつらぎ町の「地域共生社会」

の実現を目指します。 
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複雑化・多様化する

生活ニーズに 

どう対応するか？ 

地域における「助け合いの仕組み」である地域福祉が必要 
例えば、見守りや声かけをしたり、相談・話し相手になったりするなど、また特技
を生かす、サロンを開設する、避難所の支援を行うなどが考えられます。 

家庭・地域社会の状況の変化 

 

行政によるサービスだけでは、きめ細かな対応は難しい 

地域の福祉力 

隣近所や自治会などの「顔のみえる地域」づくり 

ボランティア・NPO法人活動による支援 

少子高齢化の進行、家族形態の多様化（三世代
同居の減少）による家庭機能の低下、近隣・地
域のつながりの希薄化など家庭・地域社会の状
況は変化 

ひきこもりがちな高齢者の増加や子育てに不安
を抱える親の増加、また障害のある方が気軽に
町に出かけられないなど、地域で生活していく
上での様々なニーズ 

各種の活動をまとめるコーディネート機能 
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３．計画策定にあたって 

「第３次かつらぎ町地域福祉計画・地域福祉活動計画」（以下「本計画」という。）は、「地

域福祉計画」と「地域福祉活動計画」の二つの計画から構成されています。なお、かつらぎ町

地域福祉計画は「成年後見制度利用促進基本計画」と「いのち支える自殺対策計画」並びに

「再犯防止推進計画」を包含しています。 

(１) 計画の法的な位置付け 

「地域福祉計画」は、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第４条に規定する「地域福祉

の推進」を図るため、同法第 107 条の規定に基づき、地方公共団体が行政計画として策定す

る計画です。 

「地域福祉活動計画」は、社会福祉協議会が地域住民や関係機関等と連携し、地域福祉を

推進するための具体的な取り組みを示す計画です。社会福祉協議会は、社会福祉法第 109 条

の規定に基づき「すべての住民」「地域で福祉活動を行う者」「福祉事業を経営する者」の相

互の協力を促すなど、地域福祉の推進を目的とする団体です。 

「成年後見制度利用促進基本計画」は、成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28

年法律第 29 号）第 14 条に基づき、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に

関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見等実施機関の設

立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものです。 

「いのち支える自殺対策計画」は、自殺対策基本法（平成 18 年法律第 85 号）第 13 条第

２項に規定された「市町村自殺対策計画」として、保健福祉をはじめとした関連分野との連

携のもと、生きることを包括的に支援することに対して取り組む計画です。 

「再犯防止推進計画」は、再犯の防止等の推進に関する法律（平成 28 年法律第 104 号）第

８条第１項に基づき、当該市町村における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画を

定めるよう努めるものです。 

(２) 他計画との関係 

本計画は上位計画である「第５次かつらぎ町長期総合計画（前期基本計画 令和６年度～令

和９年度）」を踏まえ、策定します。また、障害者基本計画、障害福祉計画・障害児福祉計画、

介護保険事業計画・高齢者福祉計画、子ども・子育て支援事業計画などの関連計画との整合

性を図り策定します。 
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(３) 地域福祉計画と地域福祉活動計画との関係 

「地域福祉計画」は、かつらぎ町が地域福祉を推進するにあたっての基本理念や施策を示

した行政計画です。また、「地域福祉活動計画」は、かつらぎ町社会福祉協議会が地域住民や

関係機関等と連携し、地域福祉を推進するための具体的な取り組みを示す計画です。 

そのため、両計画はどちらも欠けることなく並行して推進していく必要があるため、両計

画の整合性を図りながら計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）計画期間 

 

 

 

(４) 計画期間 

本計画は、2025 年度から 2029 年度を目標年度とする５か年計画とします。 

なお、社会情勢の変化や、関連諸計画との整合性を図りつつ、本計画を効果的かつ実効性

のある計画とするために、計画策定段階（Plan）、実行（Do）から評価（Check）、改善（Action）

に力点を置き、循環型のマネジメントサイクル（PDCA サイクル）の構築を図り、必要に応

じて計画の進行管理や見直しを行います。 

また、計画の最終年度である 2029 年度には、本計画の点検・評価を行い、次年度以降の計

画に活用していきます。 
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2027 年度 
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2028 年度 
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(R11 年度) 
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(R12 年度)       

策定 第３次かつらぎ町地域福祉計画・地域福祉活動計画  
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４．計画の策定体制 

(１) アンケート調査 

日常生活における課題、地域との関わりや社会参加などに関する住民のニーズを幅広く把

握することを目的に、アンケートにおける意識調査を行いました。 

(２) 策定委員会 

地域福祉計画・地域福祉活動計画を策定するにあたり、学識経験者、保健、医療、福祉施設

の関係者、社会福祉を目的とする団体や、事業者の代表及び公募委員により「地域福祉計画・

地域福祉活動計画策定委員会」を設置しました。 

また、策定委員会において、アンケート調査票の確認から計画案の検討まで幅広く審議し、

本計画の策定作業を進めました。 

(３) 地区懇談会 

かつらぎ町内の全 11 地区において、「地域のつながり」について話し合っていただき、地

域への愛着やまちづくりへの関心を促し、また、かつらぎ町地域福祉計画及びかつらぎ町地

域福祉活動計画の啓発や周知を図るために、地区懇談会を開催しました。 
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５．計画の推進にあたって大事にしたいこと 

地域福祉の推進のため、住民、地域、関係団体、行政がその特徴や能力を生かし、それぞれ

の役割を果たしながら、お互いに連携を図り、協働による取り組みを進めます。 

 

 

 

地域福祉の主役は、地域で生活する住民自身です。住民一人ひとりが、地域社会の一員で

あることを自覚し、福祉に対する意識を高めることが大切です。そのため、地域福祉の担い

手として声かけやあいさつ、見守り等日常的な近所同士の交流を行うとともに、皆が自らの

地域を知り、考え、地域の様々な問題を解決するために、地域活動やボランティア活動など

への参加など、積極的に地域社会に参画することが求められます。 

                  

 

 

地域では、住民が地域福祉に参加するための関係づくりや、日常の不安や悩みを気軽に話

し合う場としての機能が求められています。 

民生委員・児童委員や人権擁護委員などは、福祉サービスの利用制度からもれる人や利用

しようとしない人への対応、虐待や暴力等の問題をはじめ、不安や孤独、孤立、ひきこもり

等の心の問題を抱える人の発見や相談支援を行い、様々な団体や行政へつなぐことが求めら

れています。 

また、福祉サービス事業者や団体、企業などは、複雑多様化する福祉ニーズに対応するた

め、事業のさらなる充実や新たなサービスの創出、他の事業者と連携が求められています。 

 

 

 

社会福祉協議会は、地域福祉を推進する中核的な団体として、住民、地域、関係団体、行政

との協働により地域生活課題の解決に取り組み、支え合いの地域づくりを進めることが求め

られています。 

地区懇談会の開催等を通じて地域の課題を把握したり、解決に向けた話し合いの場を調整

したり、地域住民や関係団体、行政が協働できる仕組みづくりに取り組みます。 

 

 

 

行政は、かつらぎ町全体の福祉の向上を目指し、福祉施策を総合的に推進することが重要

です。そのため、他のすべての関係者と相互に連携・協力を図るとともに、住民のニーズに

沿った施策の推進に努めます。このため、庁内の関係各課の緊密な連携を図りながら、全庁

が一体となって本計画を推進していきます。 

 

住民の役割 積極的に地域への参加を図る 

地域・関係団体の役割 連携を深め、支援の輪を広げる 

行政の役割 福祉施策を総合的に推進させる 

社会福祉協議会の役割 各主体と共に地域福祉の推進を図る 


